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軽架線用手動式係留搬器の開発
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要約：我が国の人工林の多くが主伐期を迎えている。しかし，手入れが行き届かず，放置されている山林が
多い。それらの山林の管理経営が地域 NPO の森林ボランティアや自伐型林業者，自伐林家などによる小規
模林業により行われるようになってきている。小規模林業において使用される集材方式には単線地引集材や
主索式軽架線集材など様々な方式がある。主索式軽架線を用いた場合，作業索や搬器の形態，主索の傾斜に
より，搬器が係留されずに地引集材となったり，荷下ろしの際には吊り荷の滑落が生じたり，大きな危険が
生じる。このような搬器が係留されないための危険性を排除し，安全かつ容易に作業できるよう軽架線用手
動式係留搬器を開発した。
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は　じ　め　に
　我が国は国土面積の 67% が森林に覆われており，その
うち人工林の占める割合は 41% にのぼる。さらにその中
の 40% が 50 年生以上の主伐期に達している1）。しかし，山
林所有者の意識低下による間伐遅れなどの手入れ不足や所
有者がわからず放置されている山林も多く存在しているの
が現状である。
　それらの問題を解決するために，近年，地域 NPO など
森林ボランティアが手入れしたり，自伐型林業者（山林を
保有しない）や自伐林家（山林を保有する）が管理する小
規模林業が注目されている。小規模林業では，小型集材車
や小型トラックが走行できる作業道を作設すれば，高性能
林業機械などの高価な機械は必要とせず，チェーンソーと
小型トラック，小型ウインチを用いて必要に応じて，伐出
生産することが可能となる。また，従来のエンドレスタイ
ラー式，ダブルエンドレス式などの架線集材は知識と経験
が重要となるが，軽架線集材では原理さえ理解しておけば
容易に架設して，集材することが可能となる。
　小規模林業における集材の事例としては，10 m 前後の短
距離集材であれば，単線地引集材を用いる。単線地引集材
の場合は一カ所で大量の丸太を引き上げなければ，立木損
傷，林地攪乱は最小限に抑えられる。それに対して，50 m
前後の中距離集材になると集材経路を決定することとな
り，地引集材では立木損傷，林地攪乱につながるため，主
索式軽架線が用いられることとなる。主索式軽架線は集材
経路を決定して主索を張り，主索上に搬器を載せ，単胴ウ
インチの作業索のみで集材を行う方式のものが多い。この
場合，上げ荷集材にしか使用できないが，構造が単純かつ
主索にかかる張力も小さいため，容易に架設することがで
きる。また，空搬器走行も作業索を緩めることにより自重
で集材ポイントまで落下していくので重錘等も必要ない。
ただし，図 1 のように搬器を通して直接作業索で集材する
と緩傾斜地の場合，作業索を巻き取った際，搬器のみが上
方へ移動し，材をつり上げることなく地引集材となってし
まうことが問題となっている。そのことから，これまで
様々な搬器の係留機構に関する研究が行われてきた。
　吉村らは国産の搬器を改造し，ワイヤーロープ固定器具
等を用いて簡易係留装置を取り付け，係留した場合としな
い場合で搬器の移動距離，残存木への被害状況を計測し
た。その結果，係留しない場合は横取り時に搬器が斜距離
で 5～6 m 移動し，残存木への衝突回数は 19 回にのぼった
のに対し，係留した場合はほとんど移動せず，衝突回数も
2 回にとどまった。係留ありとなしでは集材のサイクルタ
イムの平均値に差はないが，搬器をチェーンで固定してい
ることから，着脱時間の削減が課題としている2）。
　大河原は搬器移動の問題を解決するため，単純なメカニ
カル機構によるイカ型自動係留搬器を開発した。自動係留
機構を備え，ストッパーの移動も容易にできる3）。実験的
に集材作業が行われているが，1 倍力ということもあり，
大きな牽引力を必要とするとともに，構造上，搬器，ストッ
パーとも大きく，小規模林業での使用という面では難しい
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図 1　ローディングブロックなし（1 倍力）での集材
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と思われる。
　作業索にかかる牽引力は図 2 のように動滑車であるロー
ディングブロックを付けることにより小さくすることがで
きる。青木らは動滑車の方式により荷重のかかる方向によ
り変化する搬器の係留力の数値モデルを作成して，2 倍力，
3 倍力になるに従い係留力が大きくなることを確認した。
さらに，2 倍力で係留力が働く条件において実証実験を行
い，搬器が係留されることを確認している4）。
　しかし，緩傾斜にした場合，横向きの引張力が大きくな
るため，3 倍力にした方が確実に係留できるものと考えら
れる。ただし，3 倍力の場合，引き寄せ索にはウインチの
大きさにより長さの制限があるため，主索式軽架線の利点
である横取りの距離が低減してしまうのが問題である。
　林地への影響を考えると単線地引集材の場合，重量物を
引きずるため，同所で繰り返し集材した場合，土壌の締め
固めが生じる。土壌の締め固めにより残存木の根系へのダ
メージ，また，新たに植栽する場合の土壌環境への影響が
大きい5）。また，基本的には傾斜方向に引き上げるため，
降雨時に表面流の流路を形成し，雨水集中によるリルやガ
リーの形成や表層崩壊の原因にもつながる。
　主索式軽架線においても引きずりは生じるが，先端があ
がっているため，地引による集材よりは土壌に与える影響
は小さいものと考えられる。しかし，横取りの際に搬器が
上方へ移動し，残存木に損傷を与えることが確認されてい
るため，簡易的な係留機構の開発は不可欠である。
　事故に関しては，軽架線集材の場合はとくに集材ライン
上の障害物に注意が必要である。転石，根株，その他の障
害物に吊り荷が引っかかった場合，落石，障害物の落下，
荷外れによる吊り荷の落下，集材機の横転などの危険性が
ある。また，荷下ろし時に搬器を係留しないと，搬器が自
由落下して吊り荷が滑落する事故が発生する可能性もあ
る。これについては，ローディングブロックを搬器に確実
に係留することで荷を吊り上げ，荷下ろし場において搬器
の係留を行えば解決できる。
　本稿では主索式軽架線集材時において，搬器およびロー
ディングブロックを確実に係留することにより土壌攪乱や
残存木損傷などの林地に及ぼす被害および落石や吊り荷の
滑落などによる労働災害を防止し，さらに小規模林業での
使用を想定するため，機材等の運搬，簡易な集材を考え，
できるだけ軽量かつ架設や作業時の操作が簡単で，メンテ
ナンスフリーの手動式の係留搬器を開発することを目的と
した。さらに，上げ荷のみならず下げ荷にも対応した搬器
とすることを目標とした。
地引状態の検証
⑴　方法
　軽架線集材ではローディングブロックを用いることによ
りある程度地引状態が回避できるが，どの程度まで荷を吊
り上げることができるか実際に検証を行った。
　支間傾斜角を 30 度として，図 2 に示した 2 倍力のロー
ディングブロックを用いた。吊り荷は 20ℓポリタンクに
水を入れて用いた。ポリタンクは 3 本までしか付けられな
かったため，それ以降は 1 個 6.5 kg の滑車を追加した。実
験は東京農業大学奥多摩演習林内で行った。
⑵　結果
　写真1はポリタンク3本と滑車1個（約67 kg）の荷を吊っ
た状態である。この状態では搬器が先行して上昇を開始し，
2 m 程度地引をした後，荷を吊り上げることはできたが，
ローディングブロックが搬器まで持ち上がることはなかっ
た。さらに滑車を 2 個追加して約 80 kg とした場合は完全
に地引の状態となってしまった。
　この動きを見ると，横取りの場合，2 倍力のローディン
グブロックを用いた搬器でも係留しないと搬器が先行して
上昇し，横取り経路が山側に移動してしまうことになり，
経路上の残存木に損傷を与えてしまうことが十分に考えら
れるため，搬器を係留する仕組みおよびローディングブ
ロックの連結が重要となることが明らかとなった。
第一次試作機
⑴　搬器
　写真 2 は今回開発した係留搬器の第一次試作機の全体写
真である。主索は 8 mm～10 mm を想定し，主索上に係留
装置を固定し，ローディングブロックにフックを付け，搬
器本体と連結できるように工夫した。係留搬器一式（本体，
走行滑車，ローディングブロック，係留装置）の重量は約
30 kg である。
　搬器本体は鋼製とした。アルミなど軽量金属を用いるこ
とも検討したが，様々な部材を組み合わせることから溶接
図 2　ローディングブロックを用いた集材例 写真 1　地引状態の検証（吊り荷 67 kg）
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のしやすさの面で鋼製とした。本体形状は写真3に示した。
走行滑車は搬器を安定させるために 5 インチを 2 個付け，
滑車の接続部分は本体に溶接した。連結部は強度を持たせ
るため角棒を使用した。先端部は確実に係留できるよう鈎
状にするだけでなく，厚さ 4 mm の鋼板を溶接し 3 cm 延
長しガイドバ （ー写真 3 の丸印の部分）とした。また，係留
時に本体が奥まで行きすぎないようにストッパー（搬器上
部の三角形の部分）を設置した。吊り荷側は 5 インチ滑車
とシャックルが取り付けできる穴を開け，ローディングブ
ロックの接続部は連結解除がしやすいように丸棒にして，
傾斜がかわっても連結しやすいように曲線とした。2 倍力
を想定しているが，3 倍力にも適用できる構造としている。
⑵　係留装置
　係留装置は主索に固定し，本体の連結部が連結されるこ
とにより係留状態となる。係留装置は荷掛け場，荷下ろし
場の 2 カ所に設置する。係留状態にすることにより横取り
の際の搬器固定を行い，さらに荷下ろしの際は荷の滑落防
止に寄与する。連結解除の際は連結装置のロープを下方向
に引く。係留装置の構造は写真 4 に示した。係留装置固定
部は，8 mm～10 mm のワイヤーロープに適用できるよう
に設計した。4 点のボルト締めで固定を行う。ナットは紛
失防止のため本体に溶接してある。連結部は解除しやすい
ように丸棒を使用し，連結部が若干傾いても連結できるよ
うに曲線で設計した。連結部の駆動軸には滑車で使用する
ピンが共通利用できるようにしており，現場での部品紛失
などにも対応している。連結部の駆動には一般の幅広ゴム
バンドを使用し，連結部に結びつけたロープを引くことに
より解除し，ロープを放すと元に戻る構造である。
　係留の仕組みを写真 5 に示した。搬器連結部のガイド
バーが係留装置の連結部（丸棒）にあたり，さらに奥に進
むと搬器のストッパーが係留装置にあたり停止する。
　巻き上げを開始すると搬器は移動しようとするが，搬器
の連結部の鈎で係留される。
⑶　ローディングブロック
　ローディンブロック（写真 6）は専用設計とした。ロー
ディングブロックを搬器に連結することにより，確実に吊
り荷の先端をあげて集材することが可能となる。荷下ろし
写真 2　第一次試作機
写真 3　搬器本体
写真 4　係留装置
写真 5　係留の仕組み
写真 6　ローディングブロック
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の際は連結解除ロープを引き回すことにより荷に触れるこ
となく，荷下ろし場に誘導することができる。
　シーブは 5 インチを採用した。下部にはシャックル等が
付けられるようにし，使用方法に応じて工夫できるように
した。本体接続部はピンを軸に前後に動くようにして，ブ
ロック本体と幅広ゴムバンドでつなぐ。連結部には解除用
ロープを付け，それを斜め下方に引くことにより連結解除
を行う。また，連結部は最小限だけ可動するようになって
おり，そのままロープを引き回すことにより荷の向きを制
御しながら安全に下ろすことができる。
　また，ローディングブロックを搬器に係留できるため，
スナビング式のような下げ荷集材も可能となる。
⑷　走行試験
　様々な条件で室内実験を行い，連結部等の微調整を行っ
て完成した第一次試作機の現場走行実験を奥多摩演習林で
行った。
　実験条件は元柱高さ 3 m, 先柱高さ 1.3 m に滑車を取り
付け支間傾斜角が 30 度，支間斜距離 42.5 m として 8 mm
ワイヤーロープ（6×19）で主索を張った。中央垂下比は
0.025 とした。設計荷重は搬器重量 30 kg，吊り荷および作
業索重量の合計を 65 kg として，安全率は 2.73 となった。
主索の安全率がギリギリのため，吊り荷重量を上げるため
には主索径を上げるか，中央垂下比を大きくする必要があ
る。作業索は主索と同じワイヤーロープを用いて，巻き取
りには小型単胴 1 エンドレス集材機を用いた。
　以上の条件の下で走行させた結果，空荷状態での荷下ろ
し場側の係留解除操作，自由落下による空搬器移動，荷掛
け側の搬器係留，ローディングブロックの連結解除，ロー
ディングブロックの引き出しの各操作は順調に行うことが
できた。次に直径 18 cm, 長さ 3 m, 重さ 30 kg のスギ丸太
を荷掛けして走行させた結果，横取りは搬器が係留されて
いるためスムーズに行うことができたが，ローディングブ
ロック連結後，搬器の係留解除操作が行えないことが判明
した。また，実際走行させるとローディングブロックが本
体から外れ，荷が落下するトラブルが発生した。さらに荷
下ろし場では本体接続部が係留装置の下側を通過してしま
い係留できないトラブルが発生した。
　係留装置の解除および接続不良については，負荷索線形
の変化が問題であると考え，上記条件で係留装置を元柱，
先柱からそれぞれ 1 m 離した場所に取り付けた場合の主索
の垂下量を計算した結果，20 kg の荷重で 0.9 cm, それ以降
20 kgずつの荷重で0.3 cmずつの垂下量の増加が得られた。
実際に搬器接続部ガイドバーの先端と係留装置の本体の間
の垂下量を現場で測定した結果，20 kg の荷重で 2 cm, そ
の後 20 kg ずつの荷重で 0.5 cm ずつ垂下することが確認さ
れた。
　また，係留装置を主索に取り付け，主索を張り上げる際
にワイヤーロープの自転により，係留装置も回転してしま
う問題も生じた。
　ローディングブロックの落下については，作業索を緊張
させたときに，ローディングブロック部分で作業索が曲が
る状態（写真 7）にあった。張力がかかれば，作業索は直線
になろうとするのでローディングブロックが上方に押され
て，係留が解除されてしまったことが原因と考えられる。
従って，ローディングブロックが係留した状態で作業索が
直線になるように改善することにより解決できるものと考
えられた。これらの問題を解決するために本体接続部分の
改良および，滑車位置の変更などの改良を加えることとし
た。
第二次試作機
⑴　第一次試作機の改良
　第一次試作機の問題点を踏まえ，本体接続部分の改良お
よび，滑車位置の変更などの改良を加えた。主な変更点は
作業索を緊張させたときに，ローディングブロックを介し
た部分が写真 7 のように曲がらず，直線になるようにする
ため，吊り下げ滑車の位置および作業索の端末固定部分を
延長し，搬器本体の形状を変更した。斜面下側を斜めに修
正したのは，傾斜地での集材の場合にローディングブロッ
クに干渉しないようにするためである。また，本体鋼板の
強度を高めるため，L 字鋼を追加溶接した。
　係留装置は，装置自体を主索に固定せずにクリップを用
いて固定する方式に変更した。主索との接続部分は写真 9
のように円形断面として，12 mm ワイヤーまで対応させ
た。これにより，主索の張り上げ時の自転による係留装置
の回転は防止できる。係留装置の固定にはボルト 2 点止め
のクリップ（写真 10）を係留装置の上下に挟み込むよう
に設置する方式をとした。クリップは 8 mm～12 mm のワ
イヤーロープを基本に設計している。係留装置と同様に
ナットの紛失を防止するためにナットはクリップ本体に溶
接した。
⑵　走行実験
　第二次試作機の走行実験を奥多摩演習林内で実施した。
実験条件は 4 m 材を完全に吊り上げて集材することを想定
して，元柱 5 m, 先柱 6 m に滑車を取り付け，支間傾斜角
13.2 度，支間斜距離 70 m として，10 mm ワイヤーロープ
（6×19）で主索を張った。中央垂下比は 0.025 とした。設
計荷重は 100 kg として，安全率は 3.49 となった。作業索は
8 mm（6×19）として，巻き取りには小型集材車のウイン
チを用いた。小型集材車はウインチ速度の微調整が行いや
すく，現場まで自走できる。試験地を変更したのは，支間
写真 7　ローディングブロックの位置の問題
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傾斜角を緩傾斜とした場合の上げ荷，下げ荷の走行を確認
したかったこと，支間距離を長く取り垂下量によるストッ
パーの機能を確認するためである。
　試験地の概略図は図 3 に示したとおりであり，元柱の主
索滑車の直下に作業索を経由させる滑車を取り付けた。作
業索を主索と平行に引くことにより，主索や搬器への荷重
負担を軽減できる。また，本実験では上部係留装置は上部
支点から 2 m の箇所に設置した。また，下部係留装置は垂
下量の大きな位置での係留動作を確認するため，上部支点
から 37.5 m に設置した。
　走行実験に先立ち，係留装置の固定に関する実験を行っ
た。係留装置を主索に取り付け，自由回転することを確認
した。また，クリップを係留装置の上下に取り付け，主索
を張り上げた結果，クリップ自体は索の自転に合わせて回
転するものの，係留装置は自重で常に接続部が鉛直下向き
に設置できることが確認された。
　次に空搬器走行については搬器の係留，係留解除，空搬
器走行，ローディングブロック接続解除の操作はスムーズ
に行うことができた。横取りにはローディングブロックを
荷掛け場まで引く必要がある。その際，ローディングブ
ロックの重量に加えて作業索の重量がかかる。小型集材車
から上部支点まで約 10 m, 下部係留装置まで 37.5 m, 高さ
5 m, 横引き距離 5 m とすると，作業索長は 67.5 m となり，
8 mm ワイヤーの単位重量は 0.233 kg/m であるから索重量
は 15.7 kg となり，ローディングブロックと合わせると約
20 kg となる。動滑車を用いて 1/2 になるので約 10 kg の
牽引力が必要なので重労働となるが，荷を主索下まで運ぶ
よりはよい。
　荷掛けを完了し，巻き上げを開始すると順調にローディ
ングブロックの接続はできた。しかし，接続後直ちにウイ
ンチを停止する必要があり，運転者との連携が重要となる。
横取りの際は主索が強く引かれ，とくに垂下量の大きな位
置であったため，係留装置の上盤がその力に対抗できず，
写真 11 のように大きく変形してしまった。この対策とし
写真 8　第二次試作機
写真 9　係留装置の改良
写真 10　係留装置固定用クリップ
図 3　走行試験の概略図
写真 11　係留装置の変形
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ては L 字鋼の溶接などにより解決できるものと思われる。
係留解除は解除用ロープを斜め下方向に引かなければなら
ず，吊り荷の落下や揺れた際に作業者に危険であることが
わかり，解除方法については斜面上方の主索から可能な限
り離れた位置から解除できるように再検討を要する。
　搬器の走行はスムーズでローディングブロックの連結に
も問題はなかった。写真 12 のように作業索もほぼ直線を
維持していた。ただし，係留の際は低速かつ慎重に操作を
行わなければならない。係留装置に激突した場合，係留装
置の破損もしくは搬器本体の破損につながり，また，吊り
荷が大きく揺れることにより，吊り荷の落下や作業者への
激突などの危険性がある。この操作には，速度調整の容易
なウインチの必要性，運転者の熟練，作業者間の連携など
が重要となる。
　この問題は上げ荷の場合，上部係留装置は荷下ろし時の
搬器の落下を防ぐ目的であるため，係留装置の固定クリッ
プを先山側（斜面下側）だけにしておくことにより，若干
係留装置が押されても問題ないため，解決することができ
ると思われる。
　荷下ろしはローディングブロックの接続解除に少々力は
いるものの，搬器が係留されているためウインチを緩めた
際の搬器の滑落がなく，ローディングブロックのロープで
吊り荷の頭側を誘導し，安全に下ろすことができた。次の
サイクルに入る際に問題になったのが，係留装置のロープ
が写真 12 のように搬器の滑車に巻き込まれ，係留解除が
できなかったことである。ロープが長く，垂れ放しにして
おいたことが原因で搬器連結の際にロープが大きく揺れて
滑車に巻き込まれたものと考えられる。この対策としては
ロープを山側の木に簡単に巻き付けておくことで解決はで
きる。
　今回の実験では，荷を吊ったまま搬器を往復し，上部係
留装置の解除に関する実験も行った。これについても問題
なく解除を行うことができ，解除後，作業索を繰り出すこ
とで下げ荷を行うこともできた。一般的に自重による下げ
荷集材は 17° 以上の傾斜が必要といわれているが，それより
緩傾斜（13.2°）である当試験地において行うことができた。
　第二次試作機の問題点は，荷掛け場の係留装置である。
荷掛け場の係留装置は材の搬出経路により移動するため，
現状では移動の際に主索を緩めて手の届く場所まで下ろし
てから係留装置前後のクリップを緩めて移動する必要があ
る。これにはかなりの時間を要する。吉村らは搬器の係留
のためにワイヤーロープ固定器具を向かい合わせに主索に
取り付け，それらの間に滑車を重錘として取り付けること
でストッパーとしている2）。このストッパーは滑車を持ち
上げて固定器具を緩ませればストッパーを移動することが
できる。この方法を応用すれば，係留装置の下に滑車が吊
り下がることもあり，それを利用して係留装置解除のロー
プの向きを変えることもでき，もう一つの問題である係留
解除も解決できるものと思われる。
ま　　と　　め
　本稿では，集材時における土壌攪乱や残存木損傷などの
林地に及ぼす被害および落石や吊り荷の滑落などによる労
働災害を防止し，小規模林業で利用可能な軽架線用手動式
係留搬器の開発を目的とした。試作，改良を繰り返し，当
初の目的通り搬器を係留し，残存木等への被害を軽減し，
実際の集材作業を行える段階まで到達した。部材の強度等
に一部問題が確認されたが補強を行えば使用には十分に耐
える構造である。
　係留搬器の問題点として，一番の問題点は係留解除であ
る。現状，ロープを斜め下に引くことにより解除する形状
になっている。荷掛け手はローディングブロックが搬器に
連結されてから，吊り荷の斜め下でロープを引かなければ
ならず非常に危険である。荷掛け手が吊り荷の斜め上方に
いるのが望ましく，その方向から真下に引けるように係留
装置に何らかの装置を新たに付け加える必要がある。
　もう一点改良したいのが，荷掛け側の係留装置の位置を
ワンタッチで自由に変えられる仕組みである。現状では集
材位置を変えるたびに主索を下ろして，下部係留装置を固
定しているクリップを緩めて移動する必要があり，かなり
の時間と労力を費やす。吉村らの方式2） を参考にしながら
今後改良に取り組む。
　集材作業に際しては，ウインチの運転の複雑さ，作業者
間の連携の取り方など，いくつかの問題が生じた。ウイン
チの運転操作に関しては，作業索にスズランテープ等で目
印を付けて速度調節をしたり，全体の見渡せる位置に機械
を設置したりするなどの工夫により改善は見込まれる。作
業者連携については，運転者はエンジンの近くにいるため
音が聞こえない状態なので，声での伝達では難しい。トラ
ンシーバーの使用はハンズフリーマイク，イヤホンを使え
ば作業に差し支えないが，音途切れなど不安要素が残るた写真 12　上部係留状態
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め，作業者連携は手信号によるものが確実と考える。従っ
て，運転者はすべての作業者が見える位置にいることが望
ましい。
　以上にあげた問題点を踏まえた上で実用化に向けて集材
実験を繰り返して，さらなる改良を加え，小規模林業にお
いて安全かつ効率的に集材できる作業システムを構築でき
ればと考える。
引用文献
1）　林野庁（2018）都道府県別森林率・人工林率（平成 29 年
3 月 31 日現在），〈http://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/
genkyou/h29/1.html〉（最終アクセス日：2019 年 4 月 25 日）
2）　吉村哲彦，鈴木保志（2018）新たな軽架線集材システムの
導入によるスイングヤーダの生産性向上，機械化林業，No. 
776，pp. 1-9
3）　大河原昭二（1999）架線集材用イカ型自動係留搬器の開発，
日本林学会誌 81（2），pp. 153-156
4）　青木　遥，鈴木保志，吉村哲彦，山崎　真，山崎敏彦（2018）
軽架線索張り方式と横取り時の搬器係留力，第 129 回日本
森林学会大会学術講演集，〈https://doi.org/10.11519/jfsc. 
129.0_401〉（最終アクセス日：2019 年 2 月 8 日）
5）　山田　健，佐々木達也，遠藤利明（2000）車両の踏圧が立
木の根系に与える影響 模型を用いた試験，第 111 回日本
林学会大会学術講演集，p. 455
73軽架線用手動式係留搬器の開発
Development of a Manually Locking Carriage 
System for the Light Cable Yarding
By
Kazuhiro Yabe* †, Kunifumi Kanazaki**, Masaro Tanaka** and Yuki Imatomi*
(Received February 13, 2019/Accepted June 7, 2019)
Summary：There are various yarding systems used in small-scale forestry, such as ground skidding and 
skyline yarding.    If  the yarding distance  is over 50 meters, skyline yarding  is used to avoid obstacles.  
When skyline yarding  is used,  the  log sometimes does not  latch onto  the carriage properly and  this 
causes it to skid on the ground, depending on the form of operating line, carriage and the skyline slope.  
There is also further danger during the unloading process, such as the slippage of logs.  We eliminated 
this danger  for an unlocked carriage, and developed a manual  locking carriage so that  the  light cable 
yarding can be operated safely and easily.
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